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鳥取県 ・ 2027 年度の高卒採用に関する企業の意識調査 
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2027 年度において、鳥取県の 3 社に 1 社を超える企業（36.7％）が高卒者の採用を予定し

ていることが分かった。企業規模が大きいほど採用予定割合が高く、「大企業」では 100％に達

した。採用理由では「若手人材の確保」が 90.9％で突出し、人手不足への対応に加え、将来の

中核人材の育成や技能・技術の継承を見据える企業の姿勢が表れた。採用上の課題では、応募

者数や企業認知度の不足に加え、早期離職、教育・育成の負担も挙げられており、採用前から入

社後の育成・定着まで採用プロセスの幅広い段階に及んでいる。 

 

※帝国データバンクでは、「高卒採用」に関する企業の意識調査を実施し、 

鳥取支店で鳥取県に本社を置く企業の結果を集計・分析した。  

調査期間：2026 年 8 月 18 日～8 月 31 日 

調査対象：鳥取県の 115 社で、有効回答企業数は 60 社（回答率 52.2％） 

SUMMARY 

2026/10/23  

採用理由、「若手確保」が 90.9％ 

課題、「応募者不足」が最も多く 

高卒採用、4割弱の企業が予定 

企業規模で鮮明な差 

 
 

 

2026/10/23   

増田 誠(支店長) 

帝国データバンク 

鳥取支店  

ＴＥＬ：0857-23-5231  
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鳥取県 ・ 2027 年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

１．高卒者の『採用予定がある』は 36.7％、大企業では 100％ 

鳥取県の企業に対して、自社における 2027 年度の高卒採用の予定について尋ねたところ、『採

用予定がある』は 60 社中 22 社、構成比 36.7％を占め、4 割近い企業が高卒者の採用を予定し

ていることが分かった。内訳は、2026 年度と比べて「増加する（見込み含む）」企業が 10.0％（6

社）、「変わらない（見込み含む）」が 20.0％（12 社）、「減少する（見込み含む）」が 6.7％（4 社）と

なり、採用を予定している企業の多くは、採用人数を前年並みと見込んでいることがうかがえる。 

一方、「採用予定はない」は 48.3％（29 社）を占め、「分からない」は 15.0％（9 社）だった。 

 

『採用予定がある』について 

全国と比較すると、「全国」（構成比 24.4％・2573 社）より 12.3 ポイントも高かった。 

規模別では、「大企業」が 100％（2 社）で最も高く、「中小企業」が 34.5％（20 社）、「小規模企

業」が 5.9％（1 社）で続き、規模が大きいほど高卒採用を予定している割合が高かった。 

業種別では、「運輸・倉庫」が 100％（1 社）で最も高く、「金融」が 66.7％（2 社）、「製造」が

46.7％（7 社）、「小売」が 45.5％（5 社）、「建設」が 42.9％（3 社）で続いた。 

 

高卒者の採用予定  

 

（構成比％、カッコ内社数）

24.4 (2,573) 4.9 (514) 15.0 (1,587) 4.5 (472) 60.1 (6,343) 15.6 (1,644) 100.0 (10,560)

36.7 (22) 10.0 (6) 20.0 (12) 6.7 (4) 48.3 (29) 15.0 (9) 100.0 (60)

100.0 (2) 50.0 (1) 50.0 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (2)

34.5 (20) 8.6 (5) 19.0 (11) 6.9 (4) 50.0 (29) 15.5 (9) 100.0 (58)

うち小規模 5.9 (1) 0.0 (0) 5.9 (1) 0.0 (0) 64.7 (11) 29.4 (5) 100.0 (17)

66.7 (2) 0.0 (0) 66.7 (2) 0.0 (0) 33.3 (1) 0.0 (0) 100.0 (3)

42.9 (3) 14.3 (1) 14.3 (1) 14.3 (1) 28.6 (2) 28.6 (2) 100.0 (7)

0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 50.0 (1) 50.0 (1) 100.0 (2)

46.7 (7) 13.3 (2) 26.7 (4) 6.7 (1) 33.3 (5) 20.0 (3) 100.0 (15)

21.3 (3) 7.1 (1) 7.1 (1) 7.1 (1) 71.4 (10) 7.1 (1) 100.0 (14)

45.5 (5) 9.1 (1) 27.3 (3) 9.1 (1) 54.5 (6) 0.0 (0) 100.0 (11)

100.0 (1) 0.0 (0) 100.0 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (1)

14.3 (1) 14.3 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 57.1 (4) 28.6 (2) 100.0 (7)

注1：網掛けは、鳥取県の全体以上を表す
注2：母数は、有効回答企業60社
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鳥取県 ・ 2027 年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

２．採用理由、「若手人材の確保」が 90.9％で突出 

2027 年度において高卒者の『採用予定がある』と回答した企業 22 社に採用理由を尋ねたところ、

「若手人材の確保」が 90.9％（20 社）で最も高かった（複数回答、以下同）。次いで、「地元・地域人材

の確保」が 63.6％（14 社）、「従業員の年齢構成の改善」が 59.1％（13 社）、「将来の中核人材の確

保」が 50.0％（11 社）、「人手不足の解消」が 45.5％（10 社）で続いた。なお、「将来の中核人材の確

保」が半数を占めていることから、企業が若手人材を早期に確保し、時間をかけて育成することを重視

している様子がうかがえる。 

以下、「大卒採用が難しい」が 27.3％（6 社）、「多様な人材の確保」「高校や教員との継続的な関係

がある」が各 22.7％（各 5 社）、「高卒者に適した業務・職種がある」が 13.6％（3 社）、「高卒者の定

着率が高い」が 9.1％（2 社）となった。 

 

３．課題、「応募者数の不足」が 6 割で最も高く 

高卒採用で特に課題と感じていることを尋ねたところ、「応募者数の不足」が 60 社中 36 社、構成

比 60.0％で最も高かった（3 つまでの複数回答、以下同）。次いで、「企業認知度の不足」が 38.3％

（23 社）、「早期離職」が 31.7％（19 社）、「教育・育成の負担の大きさ」が 13.3%（8 社）、「高校・教

員との関係構築」「配属できる職種・業務が限られている」が各 11.7％（各 7 社）、「生徒に直接情報を

提供する機会の確保」が 10.0％（6 社）、「採用担当者の不足」「処遇・キャリア形成の設計」「保護者の

理解獲得」が各 6.7％（各 4 社）で続いた。 

なお、「高校・教員との関係構築」が 11.7％を占めていることから、高卒採用では採用候補となる生

徒との接点づくりのほか、応募前に自社に対する理解を促すことが課題の一つとなっている。また、高

卒採用をめぐる課題は、応募者の確保や自社の認知度向上にとどまらず、採用活動を担う社内体制の

整備、入社後の教育・育成、職場への定着まで幅広い段階に及んでいる。  

 

高卒者の採用理由  （複数回答）          高卒採用の課題  （3 つまでの複数回答）  

 

 

90.9％

63.6％

59.1％

50.0％

45.5％

27.3％

22.7％

22.7％

13.6％

9.1％

若手人材の確保

地元・地域人材の確保

従業員の年齢構成の改善

将来の中核人材の確保

人手不足の解消

大卒採用が難しい

多様な人材の確保

高校や教員との継続的な関係がある

高卒者に適した業務・職種がある

高卒者の定着率が高い

注1：以下、「採用競争が比較的少ない」(0％)、「採用・人件費の負担を抑えられる」(0％)、「高卒者の勤務実績が良い」(0％)、「その他」(0％)

注2：母数（有効回答企業）は、『採用予定あり』 の企業22社
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11.7％

10.0％

6.7％

6.7％

6.7％

応募者数の不足

企業認知度の不足

早期離職

教育・育成の負担の大きさ

高校・教員との関係構築

配属できる職種・業務が限られている

生徒に直接情報を提供する機会の確保

採用担当者の不足

処遇・キャリア形成の設計

保護者の理解獲得

注1：以下、「内定辞退」(5％)、「採用時期・採用方法の制約」(3.3％)、「採用活動の費用・負担の大きさ」(1.7％)、「その他」(3.3％)、「特に課題はない」(10％)

注2：母数（有効回答企業）は、60社
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鳥取県 ・ 2027 年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

まとめ 

本調査の結果、2027 年度において高卒者の『採用予定がある』とした鳥取県の企業は 36.7％を

占めた。4 割近い企業が高卒採用を予定しており、若手人材を確保するための重要な選択肢の一つと

なっていることが示された。ただ、規模別では、「大企業」が 100％であるのに対し、「小規模企業」が

5.9%にとどまるなど企業規模による差は大きく、採用活動や育成に投入できる人員、時間、ノウハウ

の違いが影響していると考えられる。 

注目すべき点は、採用理由として「若手人材の確保」が突出しただけでなく、「将来の中核人材の確

保」も半数を占めたことである。企業は高卒採用を、足元の人手不足への対応に加え、技能・技術の継

承や次世代の人材育成を見据えた中長期的な人材戦略として位置づけていることがうかがえる。一方

で、早期離職や教育・育成の負担などが課題に挙げられており、高卒者を採用するにあたって、応募前

の情報提供から入社後の育成・定着までを一連の取り組みとして捉える視点が重要となるだろう。 

 

企業からの声 

・地元就職率が低いので、なかなか採用が困難。採用条件を改善しても応募がない。魅力ある企業に

向けて取り組んでいるが、とにかく人材が不足している                   （専門商品小売） 

・高卒求人に積極的に取り組んだ時期もあったが、近年は就職希望者が減っており、中途採用にシフト

している                                                  （食品小売） 

・学生数の減少に加え、進学率が上昇。就職希望者も都市部や大手企業へ行く。母集団が少ないうえ、

そもそも製造業は志向されにくい                                   （鉄鋼製造） 

・高卒・大卒を問わず人手不足で、事業継続が困難な事業所が出ている         （専門商品小売） 

・採用基準として高卒者を設定していない                                （リース） 

・高卒の希望者が少なく、過去何年も応募したが、採用に至らなかった                （旅館） 

 

 

【企業規模区分】  

※中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記の通り区分。 

 
業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング


